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＜はじめに＞

日本弁理士クラブ（日弁）の会員の皆様におかれ

ましては、益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

平成21年２月１日より、本年度日弁幹事長の重責

を担うことになり、既に活動を始めて９ヶ月が過ぎ

ようとしておりますが、この日弁誌の場をお借りし

て、一言ご挨拶させていただきます。

本年度は弁理士制度110周年という節目の年に当

たりますが、産業界においては、事業の選択と集中

が進められ、産業の再編も進み、特許出願も量から

質への転換を図る企業が増えつつあるなか、100年

に一度という大不況にも見舞われ、これまでの、年

間40万件前後の特許出願件数が、今年は30万件を下

回りそうな勢いで激減しており、我々弁理士業界も

その影響を受けています。また、弁理士試験制度の

改革に伴い、本年度弁理士試験における論文式試験

の合格者が944名という大量合格という結果となり、

弁理士の増員が続いている状況です。目の前は、出

願件数激減の中、弁理士大幅増員の継続という状況

ではありますが、このような時だからこそ、産業界

が知財の専門家である弁理士に期待するもの、或い

は、弁理士が果たす役割を真剣に考え、将来に希望

の持てる弁理士業を模索するいい機会が与えられた

ものと思います。会員の皆様方とともに模索してい

きたいと思いますので、宜しくお願いいたします。

＜活動の柱＞

本年度は、日弁として最初の２年制会長を務める

筒井大和会長を日本弁理士会に送り出しています。

筒井執行部を盛り立てるため、日弁の総力を結集し

て全面的にバックアップすることを本年度の活動の

柱としております。

筒井執行部においては、“全員参加により将来に希

望の持てる弁理士業を目指そう！”をスローガンに、

①弁理士の業務環境を整備し、社会環境の変化に適

応できる特許事務所の基盤強化を実現する、②知財

制度・知財業界の発展と我が国の産業競争力の向上

に寄与し、弁理士の社会貢献を果たす、③プロパテ

ント時代における多様な知財ニーズへ対応するため、

弁理士の専門能力の更なる向上と、職域の拡大と充

実に務める、④外国業務対応能力の更なる強化によ

り、国際競争力を高めると共に、弁理士制度及び知

財制度の国際的発展に貢献する、⑤日本弁理士会の

組織・運営の再構築と機能強化を実行し、会員サー

ビスの更なる充実を図ることを基本方針としていま

す。

我々の日常業務に直結する、弁理士の業務環境の

整備に関連して、ⅰ）業務報酬制度を見直し、ユー

ザー・ニーズや会員の現状を把握した上で、業務報

酬制度のあり方を改めて検討し、検討成果の公表等

を目指すこと、ⅱ）弁理士に対する社会的要求・信

頼性を満たすに足りる弁理士業務の実務処理能力の

質を維持することを基本とし、適正な弁理士数につ

いて検討し、検討結果に基づく提言を行うことが具

体的事業計画に掲げられています。

先に触れたような我々を取り巻く環境のなか、是

非ともその実現を果たしてもらうため、会員が一丸

となって、筒井執行部を応援してゆく必要があるも

のと思います。先の現状把握のアンケート調査への

協力も含め、会員の皆様方の筒井執行部へのご支援、

ご協力を宜しくお願いいたします。

ご 挨 拶

平成21年度日本弁理士クラブ幹事長　清　水　善　廣
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＜会員増員策＞

日弁は、ＰＡ会、春秋会、南甲弁理士クラブ、無

名会、稲門弁理士クラブの５会派からなる連合体組

織であり、2000人を大きく上回る会員を擁する最大

の弁理士会派組織です。会長を始め多くの役員を毎

年のように日本弁理士会に送り、人事面、政策面な

どからバックアップしてきております。しかしなが

ら、弁理士試験合格者の大幅増加にもかかわらず、

最近の会員数の増加が微増に止まり、無会派層の増

加にともなって日弁のポジション・プレゼンスが低

下してきているのではとの認識の下、桑原史生前幹

事長より、日弁会員増員の方策の検討の指示を受け、

昨年度政策委員会で種々検討いたしました。無会派

層を当会会員として勧誘できることに越したことは

ありませんが、勤務弁理士や企業弁理士の比率も高

く、直ぐには望めない現実があります。そこで、次

善策ではありますが、日弁の存在をアピールし、先

ずは、日弁のシンパの増員を図る必要があるかと思

います。そこで、本年度は、日弁のメールマガジン

として「日弁メルマガ」を発行し、日弁シンパの増

員を図ってゆきたいと思っております。内容は、日

弁や、日弁を構成する各会派が実施している、研修

会・セミナー、弁理士試験口述練習会、就職説明会、

弁理士試験合格者祝賀会などの案内、出版案内、或

いは、日本弁理士会、日弁政策委員会からの政策マ

ターの情報発信、日弁活動報告など、弁理士受験生

や新人弁理士が直ぐに必要とする情報や、会員にも

有益な情報をメインに考えています。

会務、会派活動に理解をしめしつつも、どうして

も時間を割けない弁理士会会員も多く見受けられま

すので、このような情報発信やイベントを通して、

無会派層の会員との交流の機会を設け、先ずはシン

パとなってもらい、会務・会派活動の重要性を理解

し、いずれは会員となってもらい、将来の弁理士業

界を支える人材を確保できればと思います。

昨年の日本弁理士会役員選挙の体験から、会員数

が８千人を超え、しかも無会派層の比率が高まる中、

大多数の無会派層にもアピールする選挙運動の重要

性が高まってきています。そのような中、日弁シン

パの増員は十分な選挙運動を行うための人的基盤と

なるものと思います。日弁シンパの増員について、

ご理解とご協力をお願いいたします。

＜平成22年度日本弁理士会役員選挙＞

平成22年度日本弁理士会役員選挙は、候補者すべ

てが、無投票当選という選挙結果に終わりました。

関係各位の、ご協力、ご尽力に御礼申し上げる次第

です。12月14日に当選者祝賀会を予定しております。

ご都合のつく会員の皆様のご出席をお持ちしており

ます。

＜最後に＞

残り４ヶ月足らずとなっておりますが、筒井執行

部をしっかりとサポートしてゆくため、幹事会一丸

となって頑張りたいと思っておりますので、引き続

き、本年度幹事会への、ご支援、ご協力の程、宜し

くお願いいたします。
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１．はじめに

本年度の会務活動も、４月のスタート以来、委員

会を立ち上げ、常議員会及び総会を経て事業計画・

予算の承認を頂き、続いて、日常会務の傍ら全国９

支部への訪問等を行い、その間に110周年記念事業

の実行と、慌ただしく過ぎて参りました。

本年度の事業計画は、（1）弁理士の業務環境の整備、

特許事務所の基盤強化、（2）知財制度・知財業界の発

展への寄与と弁理士の社会貢献、（3）多様な知財ニー

ズへ対応する弁理士の専門能力の更なる向上、（4）外

国業務対応能力の強化、国際競争力の向上、国際貢

献、（5）日本弁理士会の組織・運営の再構築、会員サ

ービスの更なる充実、という５項目ですが、これま

での会務活動の主なものは以下の通りです。

今後も、事業計画の実行や新規マターへの対応等

を更に進めて行く必要がありますので、日弁会員の

皆様の絶大なるご支援・ご協力、叱咤激励等を賜り

ますよう、何卒宜しくお願い申し上げます。

２．これまでの主な会務活動

（1）弁理士制度110周年記念事業の実行

本年度は、弁理士制度110周年に当たりますが、

７月１日に、皇太子殿下のご来臨を仰ぎ、また三権

の長（内閣総理大臣は政務につき、祝辞代読）等の

ご来賓もお迎えし、会員やご家族、招待者を含めて、

600名以上の参加者の下、東京国際フォーラムと東

京會舘において、記念式典と祝賀会を盛大に挙行す

ることができ、ホッとしているところです。無名会

会員の皆様のご協力に感謝申し上げます。

（2）特許法改正への対応

現在の特許法（昭和34年法）は制定から50年目を

迎えており、その間の知財制度や知財環境の発展・

変化には目まぐるしいものがあり、特許法を改めて

見直して過去及び将来の時代の変化を取り込んだも

のにする等の理由で、特許法の改正が提言され、そ

の検討機関として特許制度研究会が立ち上げられて

います。

日本弁理士会としては、当該研究会に委員（奥山

尚一日弁会員）を１名派遣し、そのバックアップの

ためのＷＧも設置し、当該委員を通じて弁理士会の

意見を述べています。改正の明確な方向性は未だ固

まっていない状況ですが、会員の皆様にも、改正の

方向性が明確になるにつれてその改正情報をお伝え

する所存です。

なお、特許制度研究会の議論の内容については、

特許庁のホームページに出ていますので、アクセス

して頂ければと思います。

（3）地域知財の支援と支援協定の締結

地域知財の支援は重要テーマの１つであり、知財

支援センターや、地域知財活動本部、全国９支部等

を通じて支援活動を行っていますが、その一環とし

て地方自治体との支援協定をこれまで全国15の道県、

２つの市と締結して来ました。それに加えて、本年

４月16日に青森県と18番目の支援協定を締結しまし

た。また、青森県との間では、県が県庁内に設置し

た支援センター及び県内の各所において、東北支部

を中心に無料相談を行うことになっており、現在そ

の準備をしています。

なお、支援協定については、鳥取県や大分県等と

の協定再締結の他、今後も、10月から来年にかけて、

「全員参加により将来に希望の持てる
弁理士業を目指そう！」

日本弁理士会会長　筒　井　大　和
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山口県及び横浜市との間で新たに支援協定を締結す

ることが合意されており、益々活発な地域知財支援

を実行する予定です。

（4）会設事務所の設置の総会承認とその準備

上記（3）と関連しますが、弁理士の少ない地域で

の支援に関して、どのような形で支援をするかとい

うことは、地域知財企画調整委員会等で検討され、

知財推進計画においても、いわゆる共同運営事務所

の設置として要望されて来ました。しかし、共同運

営事務所の設置にも、運営の継続性等に難しい問題

もあり、なかなか具体化して来ませんでした。

そこに、青森県から会設事務所の設置が要望され、

それを検討した結果、会設事務所の設置の方が現

実的である等の結論に至り、その設置が５月29日の

定時総会にて承認されました。会設事務所は、日本

弁理士会が事務所用借室や電話・コピー機等の事務

所設備に関する費用を負担し（人件費の負担なし）、

その場所に事務所（支所）の開設を希望する会員を

公募するという、これまでにない画期的な試みです。

このモデルが成功裏に進めば、地域知財の支援の新

しい形として社会から注目されるものと考えます。

因みに、この会設事務所の設置を表明したことによ

り、知財推進計画から、共同運営事務所の設置への

要望は削除されました。

（5）中小ベンチャー企業への支援

このテーマも地域知財の支援と共に、重要な支援

テーマですが、本年度も支援センターや各支部等を

通じて、様々な中小ベンチャー企業の支援を実行し

ています。本年度は国家事業に基づき発明協会が全

国2350箇所で行う予定の企業訪問型の中小企業支援

事業にも、各支部を中心に協力しています。

また、それに関連して、中小ベンチャー企業への

支援の一環として、出願料金等の特許庁手数料の減

免に関する制度の条件を緩和し、使い勝手の良い制

度に変えることも日本弁理士会として要望していま

す。

（6）総合アドバイザー型弁理士の育成

知財経営やコンサルティング等に長けた、いわゆ

る総合アドバイザー型弁理士の育成は、知財推進計

画等において社会から要望されている通りでありま

す。このような弁理士の育成のため、日本弁理士会

としては様々な努力をして来ましたが、今年度はそ

れを更に進めるべく、いわゆる知財ビジネスアカデ

ミーの組織を独立の組織から弁理士会研修所の中に

取り込み、研修所の部会として活動するよう組織変

更しました。これにより、研修所のノウハウをより

活かした知財経営やコンサルティングの実務研修を

知財ビジネスアカデミー部会で行うことに加えて、

若手弁理士のＯＪＴ研修の場にもしたいと考えてい

ます。

（7） 日本弁理士会知財総合センター（仮称）の設

立準備

これは、知財経営等のコンサルティングを行う「日

本弁理士会知財シンクタンク（仮称）」あるいは弁

理士が各種のビジネスを行うに当たってビジネスの

サポート（受任を含む）を実行できる「日本弁理士

会ビジネスサポートセンター（仮称）」を外部機関

として創設する、という目的で計画していたもので

す。この外部機関を弁理士会独自に設立し、平成12

年以降の弁理士法改正で拡大されて来た弁理士の業

務範囲を真に弁理士のビジネスとして取り込めるよ

う、実際に活動を行うためのものです。また、この

外部機関を通じて、弁理士にとっての新ビジネスの

開発が行えれば、より有意義と考えています。

そのため、総合政策委員会でその設立の是非を検

討すると共に、実際にどのような形態や組織（社団

法人又はＮＰＯ法人、株式会社等）が可能であるか

等についても、別途具体的に検討を始めています。

（8）国際知財活動の拡充

本年度の事業計画の目玉の一つとして、国際知財

活動の拡充による弁理士の国際競争力の強化があり

ます。その一環として、国際活動センターの機能の

拡充をはじめ、各国の弁理士会や知財団体との交流

の強化等を図っています。因みに、４月以降だけで

も、ＡＩＰＬＡ及びドイツ弁理士会との交流会の開

催の他、オーストラリア弁理士会の会合や、ＩＮＴ
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Ａへの役員派遣等も実行しました。今後も中国及び

韓国のようなアジア諸国の弁理士会との交流の他、

イギリス弁理士会・カナダ弁理士会との交流・役員

派遣等を予定しています。

更に、国際活動センター以外にも、特許委員会・

商標委員会・意匠委員会等の実務委員会を中心に、

各種国際会議等に委員を派遣して、意見を発表する

とか、交流及び情報収集を図るという活動を更に充

実させて行く所存です。このような地道な活動を継

続することにより、日本の弁理士の国際競争力を強

化することが弁理士の将来の国際業務処理能力の向

上に繋がると考えます。

（9） 業務報酬のあり方の見直し・弁理士の質の維

持の検討

弁理士の業務環境の整備と特許事務所の基盤強化

に関連して、プロパテント時代にマッチした業務報

酬のあり方や、弁理士の質を維持できる弁理士試験

合格者数のあり方等についても、それぞれ委員会に

て検討しています。

因みに、本年６月25日に公表された知財推進計画

2009においては、弁理士の「大幅」増員に関する記

述が、「大幅」から「必要な」増員という表現に変更

されました。弁理士の実務処理力の質の維持につい

ては、今後も弁理士試験のあり方を含めて検討し、

検討結果に基づく提言を行う所存です。

（10）会員サービスの向上

今回の未曾有の世界同時不況により、特許出願件

数等の減少が起こり、我々弁理士を取り巻く業務環

境は益々厳しくなって来ています。このような状況

の中で、会員サービスのあり方を見直し、より現実

的なサービスを提供できるようにするため、会員サ

ービスＷＧを立ち上げ、これまで行って来なかった

ような会員サービス、例えば事務所運営の相談業務

等を提供できる体制の整備を検討しています。

（11）特許業務法人制度の更なる見直し

前回の弁理士法改正により、特許業務法人におけ

る指定社員無限責任制度が導入されました。特許業

務法人制度は、依頼者から見ても、業務の継続性の

確保等についてメリットがあると考えられます。ま

た、特許業務法人制度は、弁理士数の増加や、時代

の変遷等により、今後は更なる活用のニーズが出て

くるものと予測されます。そこで、現在の特許業務

法人制度における１人法人の不許可の見直しや、有

限責任化の更なる推進等を行い、特許事務所の業態

の選択肢を増やして、会員の業務への利便性を増進

することに資する特許業務法人制度のあり方を検討

しています。

（12） 知財推進計画・特許庁等の国家的施策への対

応

特許法の改正への対応以外にも、知財推進計画、

審査基準の見直し、経産省・特許庁及びそれ以外の

省庁（農水省＝種苗法・文科省＝著作権等）の施策

や、国家的知財支援プロジェクト（ｉＰＳ細胞関係

等）への対応も、委員会や、各種ＷＧを通じて積極

的に行っています。

（13） 将来の知財制度・弁理士制度を担う知財人

材・発明家の育成

将来を担う知財人材（発明家を含む）を育成する

ため、パテントセミナー、発明スクール、学校教育

支援等を更に拡充・強化する他、本年度はパテント

コンテストに加えて、デザインパテントコンテスト

も開催すべく準備を進めています。

（14） 外部団体（日本経団連等）や、他の士業との

連携の強化

日本経済団体連合会（経団連）・日本商工会議所、

日本知的財産協会（知財協）や、他の業界団体（中

小企業基盤整備機構・発明協会等）との連携強化を

図り、依頼者のニーズに対応できる弁理士業務の検

討・提言を行う他、知財制度の総合的発展のため、

関係の他士業、例えば、弁護士（日本知的財産仲

裁センターのＡＤＲ法による認証団体化・地域展開

等）、公認会計士（知財価値評価等）、中小企業診断

士・税理士（中小企業支援）等との連携を更に強化

することを行っています。

（15）継続研修・実務修習への対応の実行

平成20年度の実経験を踏まえ、２年目となる研修



6

ご　挨　拶

7

ご　挨　拶

実行体制の更なる整備及び研修の実効性の向上を目

指す他、同じく２年目を迎える実務修習等、新人弁

理士の実務研修の実行と準備をしています。

（16） 弁理士業務の国際性と整合性のある試験制

度の検討

外国業務に強い弁理士の育成のためには、弁理士

業務の１つの重要な本質的部分である国際性と弁理

士試験制度との整合性がとれていることが重要です。

前回の改正で、工業所有権に関する条約が弁理士

試験の論文試験の出題範囲に含まれることが明確に

されるよう省令等が改正されました。今後も、弁理

士の業務の国際性に鑑み、弁理士試験が弁理士の国

際性を担保するものとなるよう、引き続き検討を進

めており、また、折に触れて、関係機関にも、アピ

ールしています。

（17）役員制度の見直し・再構築

前回の役員制度改正からこれまでの経緯や実経験

を踏まえ、効率的な会務運営に資する役員制度のあ

り方を見直し、それに基づいて、役員制度を改めて

再構築すべく、委員会にて検討を進めています。

役員制度以外には、日本弁理士会の会務の拡充へ

の対応と継続性の強化等のため、調査室の更なる拡

充・強化を行い、政策マターへの対応（総合的政策

立案や研究の支援）等も調査室で実行できる体制と

すべく、調査室員の増員も図りました。

（18）広報活動の強化

日本弁理士会が行っている種々の対外的・対内的

活動について、広報の更なる強化が必要であるとい

う認識の下、パテント誌の編集を既に広報センター

に統合した他、広報センターを独立の附属機関に改

組する作業に入っており、対外的（弁理士会外）・

対内的（弁理士会内）広報機能を強化する準備をし

ています。

３．今後の会務の予定

本年度は、以上に例示的にご説明しましたような

多くの会務に取り組んでおります。本年度執行部と

しては、今後も、これらの事業や新規事業の実現に

向けて、最大限の努力をする所存です。日弁会員の

皆様におかれましても、より良い弁理士業の実現の

ため、これまで以上のご協力を賜りますよう、宜し

くお願い申し上げます。
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１．はじめに

日本弁理士クラブ、無名会、稲門弁理士クラブか

らのご推薦を戴き平成21年度日本弁理士会副会長を

勤めさせて頂いております水野です。

本年度は、マニフェストを掲げて会長選挙を勝ち

抜いた筒井大和会長の下、８名の副会長、11名の執

行理事の20名の執行役員で会務を運営しています。

ほぼ任期の半分が過ぎましたが、ここまで無事に

来られましたのも会員の皆様のご協力・ご支援の御

蔭と感謝しております。

２．事業計画と会務引継

本年度は予めマニフェストが検討されていました

ので、筒井会長の基本方針が明確になっており、各

項目毎に担当副会長を決め、関連の附属機関や委員

会の現状を理解しながら、比較的スムーズに具体的

な事業計画に落していくことができたと思います。

現在、マニフェストの方針に沿って着々と進めてい

ます。

これにより、年度を跨いだ案件への対応や引継に

も良い効果がありました。特に対外的な会務は時に

微妙な実のある引継が必要となります。次年度会務

検討委員会における活動は勿論ですが，前年度役員

の方々のご配慮・ご協力が大きいと思います。ここ

に改めて感謝申し上げます。

３．執行委員会と各役員の活動

執行役員会は定例毎週水曜日に開催しています。

毎週開催ですが、議案は少なくなく、駆込案件もあ

って、かなり要領よく質の高い審議をしなければな

りません。役員会の後に時間があれば、事務局や調

査室との打ち合わせも入ります。

各役員はこの他、それぞれ担当する対外的会務・

対内的会務のための出張や会合もこなしていきます。

例えば外国の弁理士会との交流、特許庁や議連など

の外部との会合、支援協定締結や発明表彰、弁理士

会の支部回りや地域支援活動、附属機関や委員会の

会合、といったものです。

４．主な会務活動の状況

４月からの主な会務活動をご紹介しましよう。

［４月］

４月１日、執行役員会立上げと執行理事の指名、

委員会編成。この間、各所へ就任挨拶。

４月２日も引き継ぎ各所へ就任挨拶。挨拶回り

が結構時間を取ります。

４月中は就任挨拶や年度初会合が多いのです

が、本年度は早々に「自民党法曹養成と法曹

人口に関する国会議員の会」のヒアリングが

あり､緊張のスタートとなりました。その前

後では当然各方面との調整が必要です。

４月15日、第１回常議員会。本年度常議員会の

立上げ、編成です。

４月16日、青森県との知財支援協定調印式。

会 務 報 告

日本弁理士会副会長　水　野　勝　文

▲調印式で協定書に署名された青森県の三村申吾知事と筒井大和会長。
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４月21日、ＡＩＰＬＡ東京ミーティング。

４月28日、議案説明会。５月の常議員会、総会

向けです。

４月はあっという間に過ぎました。

［５月］

５月７日、第２回常議員会、５月29日、第１回

総会。昨年度の事業報告、決算、本年度の執

行理事選任、事業計画、予算などを承認頂き

ました。本年度会務のスタート一段落です。

５月中旬には、「弁理士の将来展望ワーキンググ

ループ報告会」を名古屋、大阪、東京で順次

開催いたしました。同報告は事業計画にも密

接に関係しています。

［６月］

６月、７月は日本弁理士会の各支部を訪問する

時期です。本年度は７月１日の弁理士制度110

周年の記念行事の準備もあり、多忙な６月と

なりました。

６月４日、自由民主党弁理士制度推進議員連盟

総会。

６月５日、自由民主党知的財産戦略調査会。

６月９日、ＡＩＰＰＩ理事会。

６月12日、近畿支部訪問。

６月15日、北海道支部訪問。

６月16日、民主党知的財産制度改革推進議員連

盟総会。

６月19日、東海支部訪問。

６月22日、四国支部訪問。

６月23日、九州支部訪問。

６月27日、弁理士の日記念「全国一斉無料相談

会」開催。

［７月］

７月１日、弁理士制度110周年記念式典、同祝

賀会。皇太子殿下のご臨席を賜り、皆様の御

蔭で無事開催することができました。本当に

ありがとうございました。

７月３日、東北支部訪問。

７月10日、北陸支部訪問。

７月13日、中部支部訪問。

７月16日、鳥取県、知財支援協定調印式・記念

イベント開催。

７月27日、第１回アドバイザリーボード開催。

外部委員の先生方には時宜を得た貴重なご意

見を頂きました。

７月29日、全国発明表彰式。

［８月］

８月は､各方面の夏季休暇の影響もあり、いくら

か余裕が持てるかもしれません。ここで懸案

を片付けたいところです。

８月19日、横浜市との知財支援協定締結。

８月20～21日には､各執行役員からの現状報告

と問題点のピックアップを行い、今後の会務

執行に向けて全体討議を行いました。９月７

日には「中央知的財産研究所公開フォーラム」

を開催予定です。

今後共ご支援の程よろしくお願い申し上げます。

▲弁理士制度110周年記念式典にて式辞を述べる筒井大和会長。
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平成21年度日本弁理士会副会長となって約５ヶ月

が経過しました。活動報告をいたします。

はじめに

弁理士会役員会は原則として毎週水曜日に行われ

ており、ほぼ１日費やす程度の議案があります。現

在弁理士会の会員数は8200人を超え、会務の重さは

日に日に増しております。役員会ではさまざまな議

案について議論し、結論を出します。特に予算を必

要とするものについては費用対効果の観点を踏まえ

て慎重に検討し議論して結論を出します。

特許委員会

今年の特許委員会は例年にも増して検討事項が多

く対応に追われる状況が続いております。今年特許

委員会の関係で重要な動きは今年のはじめにはじま

った特許庁長官の諮問会議「特許制度研究会」です。

この会議は、今年が昭和34年法施行50年目の節目の

年に当たるということで、「特許法を全面的に見直

す」という遠大な構想の下に招集されたものであり

ます。しかしながら、特許庁長官の諮問会議の位置

づけがどういうものか戸惑っているところです。さ

らに特許庁長官が途中で代わったこともあり、どの

ような改正になるのか極めて不透明な状況です。

また、特許委員会の特許庁との関係では審査基準

室との意見交換会があります。この交換会では弁理

士会から審査基準室に予め質問事項を提出しておき、

それに対して基準室の担当官がコメントすること、

あるいは審査基準の改正案について担当官が弁理士

会の代表に説明し、これに対する質疑応答を行うと

いったやり方で進められます。今回は産業構造審議

会の知的財産政策部会の審査基準専門委員会によっ

てまとめられた「産業上利用することができる発明」

及び「医薬発明」に関する審査基準改正（案）つい

て説明が行われました。

さらに、数年前からはじまった特許庁審判部が主

催する特許性検討会に対して代表の委員を特許委員

会から推薦しております。特許性検討会は当初進歩

性がテーマになっていましたが、最近は36条もテー

マになっております。この特許性検討会のメンバー

は特許庁の審判官、会社の知財部員、弁理士、弁護

士で構成され、技術分野ごとの検討グループが形成

ささます。そして、グループ毎に特許について確定

した判決例を検討し、全体会議で検討結果を発表し

質疑応答する形態で進められます。検討会が終わる

と、検討の内容をまとめた報告書が作成され公表さ

れます。

さらに最近になって審判制度改革についての意見

交換会が始まりました。この意見交換会は特許制度

研究会でおこなっている審判制度についての議論を

さらに深めていくという観点から審判制度全体につ

いての意見交換を弁理士会とも行うというものです。

また、特許委員会はさまざまな意見募集について

の対応が多くなってきておりこの点でも特許委員会

の負担は増しております。他の委員会とも連携しな

がらタイムリーに対応しております。

国際活動センター

アジア、アメリカ、ヨーロッパのさまざまな団体

との交流をし得られた情報を会員に周知することが

日本弁理士会執行役員会会務報告

日本弁理士会副会長　西　島　孝　喜
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主な役割となりますが、日本の弁理士のプレゼンス

を外部に発信すること及び、弁理士の国際性を高め

る会員内部への活動と両方の役割をもつと考えます。

特に今年は弁理士の国際性を高めることの重要性

を行動計画のなかで謳っておりますので活動は活発

化したものになっています。

代表的には４月のＡＩＰＬＡの訪日団との交流会

で、互いのさまざまなテーマでの意見交換会があり

ます。オープンセミナーは会員に対する継続研修と

して高い関心があります。　

10月にはＡＩＰＬＡ年次総会に併せてワシントン

で同様な代表の委員を派遣しての意見交換会をもつ

ことが毎年恒例となっております。その他、今年は

オーストラリア、カナダの弁理士会の総会に参加す

ることになりました。また、中国及び韓国の弁理士

会との定期的な交流も行っております。

国際センターは条約の対応も行っており、特にＰ

ＬＴについての動向に特許委員会と連携して注意を

払っております。

産業競争力委員会

産業競争力委員会における模倣品対策は重要な活

動テーマであり、例えば、著作物の模倣、模造につ

いての対応も含まれます。この観点で、弁理士会全

体の効率的かつ一貫性のある活動を念頭に置いた場

合、著作権委員会等の他の委員会と適切に連携を図

り、互いに協力して対応することが望ましいと考え

ております。今年はこのような観点で活発に活動し

ており、社団法人コンピュータソフトウエア著作権

協会（ＡＣＣＳ）の賛助会員になりました。

ＡＤＲ推進機構委員会

ＡＤＲ推進機構委員会は弁護士との共同事業であ

る仲裁センターを支える役割を担っており仲裁セン

ターの活動については弁理士会の意向だけでは決定

できないため、本委員会の運営には難しい面があり

ます。しかし、ことしの委員会では委員の方々が積

極的に議論に参加し、仲裁センターの支援及びＡＤ

Ｒの推進について活発な活動を行っております。

まだ、任期半ばですが、何とかやり抜きたいと思

っております。
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１．はじめに

日本弁理士クラブのご推薦により副会長を拝命さ

せて頂いている本多一郎でございます。筒井大和会

長１年目の船出から約半年が経過しましたが、その

間、日本弁理士会の皆様には大変お世話になってお

り、日頃の会務のご協力に厚く御礼申し上げます。

本年度の執行役員会では、順位不同に、知的財産

政策推進本部、総合政策検討委員会、広報センター、

バイオ・ライフサイエンス委員会、農林水産知財対

応委員会、関東支部、支部長会議、および監事会の

会務関係を担当させて頂いております。これらの会

務報告は、先に本年度のパテント誌８月号の「正副

会長の活動状況」の欄で行なっておりますので、重

複を避けるため会務内容はそちらで確認して頂き、

今回は視点を変えて、今年度の委員会の構成メンバ

ーや雰囲気等について報告させて頂きたいと思いま

す。

２．知的財産政策推進本部

知的財産推進計画2009（「2009」）に対し、日本弁

理士会がなすべき事項の具体的提言・立案などを担

当する重要委員会であるため、鈴木一永執行理事の

助けをお借りして、昨年度の担当副会長であった福

田伸一委員長の下、ベテラン、中堅の先生方が中心

となって構成されております。これまでのところ、

短期間でボリュームある「2009」を読み込んだ上で

の作業が続いております。当委員会は経験豊富な先

生方のご意見が不可欠であるのは勿論ですが、今後

は、将来を担う若手の先生方にも是非とも多数加わ

って頂きたいと思います。

３．総合政策検討委員会

総合政策検討委員会は、その重要性に鑑み、大西

正悟執行理事の助けをお借りして、狩野彰委員長の

下、弁理士会の活動に関連する様々な重要案件の議

題について検討しております。本年度、当委員会を

担当させて頂いて驚いたことは、そのメンバーの若

返りであります。５年ほど前に当委員会に委員とし

て参加したときは、登録15年目でも登録年数が最も

短い方だったころに比べると、急激な若返りの感が

あります。8000名を超える全弁理士のうち半数以上

がここ10年以内の合格者で、３分の１以上が試験制

度改革後の合格者と推測される現状では当然の流れ

かもしれませんが、今後、ビジネスサポートセンタ

ー（仮称）の議論等、重要諮問事項について活発な

議論を期待しております。

４．広報センター

弁理士登録をしてからこれまで、色々な委員会に

参加させて頂きましたが、広報センターと、本年度

広報センターに組み込まれたパテント誌編集委員会

とにだけは縁がなく、また今にして思えばその理解

もまったくありませんでした。しかし、この約半年

間、稲岡耕作執行理事の助けをお借りして、経験豊

富な高橋英樹委員長の下、スピーディーに広報に関

する様々な活動を行なってまいりました。今後は、

広報活動のより一層の強化を図るために、今年度の

執行役員会の重要案件の一つでもあります「広報セ

ンターの附属機関化」をなんとしても今年度中に実

現したいと思っております。

会 務 報 告

日本弁理士会副会長　本　多　一　郎
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５．バイオ・ライフサイエンス委員会

バイオ・ライフサイエンス委員会は、本年度担当

させて頂いて、その専門性の高さと、大学等の各方

面からの注目の高さに、正直、驚いております。本

年度は、当委員会元委員長の井出正威執行理事の助

けをお借りして、札幌医科大学の石埜正穂委員長の

下、中堅と若手中心のメンバーで各方面からの要請

に対し迅速かつ的確に対応しております。当委員会

は、人気のある委員会のため、各会派にとって同一

人物を複数年続けて選出し難い部分はあるかと思い

ますが、各方面からの支援などの要請に対し、弁理

士会として継続的に対応するためには、複数年の選

出により経験を積んでもらうことが重要であると感

じております。

６．農林水産知財対応委員会

農林水産知財対応委員会は、井出正威執行理事の

助けをお借りして、奥山尚一委員長の下、中堅・若

手メンバー中心に活動しており、今後一層の活躍が

期待される委員会です。当委員会はまだ委員会設立

から３年しかたっておりませんが、今年度も、農水

省による農林水産知的財産保護コンソーシアムの幹

事会や、農林水産物等輸出促進全国協議会の知的財

産関係の会員として新たに弁理士会が加わったこと

により、種苗法のみならず地域ブランドにも精通し

た人材育成が急務であり、全弁理士にアンケートを

配信して人材の確保に努めております。

７．関東支部および支部長会議

関東支部は、久保　司支部長の下、各方面で活動

しており、設立当初に比べ今日の活動には目を見張

るものがあります。設立当初は、本会との関係で「屋

上屋を重ねない」といわれておりましたが、今は支

援活動、研修、弁理士の派遣または推薦などの関係

において、本会との間で調整を要するような場面が

出てきております。ただ、東京以外に在住の会員に

とっては、県単位で会務活動をする機会が大幅に増

えたことになり、「全員参加により将来に希望が持て

る弁理士業を目指そう！」をスローガンとする本年

度の執行役員会の意向に沿うものであります。

支部長会議は、各支部の活動状況や決算状況を比

較してみるにつけ、その役割は今後益々大きくなっ

ていくものと思います。

８．監事会

昨年度に続き本年度も幸田全弘監事長の「会務執

行の合理化と効率化を図り、資産や会計処理の適正

化に資することを目指し、日本弁理士会の健全な運

営と社会的信頼の向上に留意し、会員の負託と社会

の要請に応える」との方針の下、毎回厳格な監査が

行なわれております。会務担当として、執行役員会

における議決事項等の審議結果を監事会で月１回の

ペースで報告させて頂いておりますが、ご質問に対

して即答できない場合が多々あり、毎回、沢山の宿

題を頂いております。

９．最後に

以上、担当させて頂いている会務について報告を

させて頂きましたが、上述の報告からも明らかな

ように、日本弁理士クラブの会員の皆様には会務で

日々大変お世話になっております。つきましては、

残りの約半年の任期におきましても、会務を全うす

る上で是非とも皆様の変わらぬご支援ご鞭撻を賜り

ますようお願い申し上げます。
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１．はじめに

日本弁理士クラブのご推薦により副会長を拝命さ

せていただいている井上春季です。会員の皆様にお

かれましては、日頃より本会の会務にご協力頂き厚

く御礼を申し上げます。

昨年度は、一年間執行理事として役員室に通い、

昨年度秋以降は次年度会務検討委員会により日本弁

理士会の会務の勉強をさせていただいて、本年４月

から副会長に就任いたしましたが、副会長職の大変

さを痛感し、今日に至っております。

今年の執行理事会は、「全員参加により将来に希望

がもてる弁理士業を目指そう！」のスローガンの

もと、事業計画を着々と実行しております。そこで

私の担当する、知的財産支援センター、弁理士制度

110周年記念事業委員会、研修所、パテントコンテ

スト委員会の活動内容について報告します。

２．知的財産支援センター

知的財産支援センターは、平成10年に設立した外

部機関で、主な役割は、支援センターの全般的な活

動の広報を行う「総務部」、対外的に知的財産支援

センターを行う支援員、及び一般の方に対する意識

の昂揚、及び知財教育支援活動を中心とする事業を

行う「第一事業部」と、大学、及び中小企業を対象

とした支援を中心とした支援活動を行う「第二事業

部」と、支援協定を結んでいる地方公共団体等の支

援事業を行う「第三事業部」と、特許出願等の手続

を行う資力に乏しいと認められる者に対して、同手

続を行う費用の援助を行う「出願等援助部」の５つ

の部会に分かれて、総勢90名の運営委員で活動して

います。

（１）本年度の活動の概略

また地方自治体支援に関しては、４月16日に青森

県と支援協定の調印が行われ、16の地方自治体と協

定が締結されて、各道県市で行われるセミナー、相

談会等が開催されております。また、本年度は、新

たに２～３の地方自治体との支援協定が予定されて

おります。

なお、これらの地域知財の活動の中心的役割を有

するのは各支部であり、各支部のマンパワー不足な

どの場合には、支部の要請を受けて支援センターが

活動しております。

また、自治体支援以外の事業についても、例年通

り活発に活動を行っております。

例えば、産官学連携に関しては、例年と同様に

６月に京都会議に参加すると共に、９月にはUNITT 

2009「産学連携実務者ネットワーキング」に積極的

に参加しております。

また、ＩＣＴベンチャーセミナー等各種セミナー

の外部機関の講演会等への講師派遣、相談員の派遣、

発明展への審査員・表彰者の派遣、弁理士の日「全

国一斉無料特許相談会」、出願援助制度の運用を行

っています。

３．弁理士制度110周年記念事業委員会

本委員会は、110周年となる弁理士制度を記念し

た事業です。

本年７月１日に行われた記念式典では、皇太子殿

下のご臨席を仰ぎ、河野衆議院議長、竹崎最高裁判

所長官及び二階経済産業大臣をお迎えし、東京フォ

活 動 報 告

日本弁理士会副会長　井　上　春　季
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ーラム「ホールＤ」で開催しました。また祝賀会は

東京會舘「ローズルーム」で、中川弁理士制度推進

議員連盟会長を初めとする多数の来賓を迎えて開催

しました。参加された方は、式典では531名（うち

同伴者85名）、また祝賀会では、526名（うち同伴者

83名）でした。このうち招待者は、式典では98名、

祝賀会では、104名でした。日本弁理士クラブから

も多数の会員の先生方が、式典及び祝賀会に参加し

て戴き、この場を通じて厚く御礼申し上げます。

この委員会では、式典及び祝賀会の修了を受け、

記念誌の編集、発行で委員会が終了します。

４．研修所

研修所は、弁理士業務に従事するのに必要な研修

を行うことを目的に昭和53年に設立した外部機関で

す。16の部会（今年から知財ビジネスアカデミー部

が研修所の企画、運営となる）に分かれて、日弁の

伊藤所長の下、総勢110名の運営委員で活動してい

ます。

研修所の最も関心が高いと思われる、継続研修と

実務修習の内容を記載します。

（１）継続研修

継続研修は、昨年４月から開始されました。

平成21年３月31日には、グループＡの会員の先生

方が経過措置期間の終了となり、本21年度末には、

グループＢの会員の先生方が、以後年度末ごとにグ

ループＣ、Ｄ、Ｅの会員の先生方が経過措置期間の

終了となります。経過措置期間の終了後、新年度に

なると通常の継続研修の期間となり、５年間毎の周

期で繰り返され、70単位数の研修を行う必要があり

ます。この70単位は、倫理研修10単位と、業務研修

60単位以上を取得する必要があります。なお、業務

研修の中には、その重要性に応じて会長が指定する

必修科目があり、この必修科目は必要単位数を満た

していても全員が受講しなければならず、具体的な

科目としては、法律改正、条約の改正や知的財産施

策等の重要性の高いものがあげられます。そして、

必修科目については、通常の研修期間とは別の受講

期間が設定されていることに留意が必要です。この

受講期間としては、ｅラーニング配信後の２年経過

後の年度末までの研修期間を予定しております。

なお、パソコンの操作が苦手な会員の先生方に対

し、日本弁理士会の東京、大阪、名古屋の事務局に

ｅラーニング研修用のパソコン端末ブースを設置し、

事務職員がパソコンの立ち上げ操作等を行い、会員

は簡単な操作のみでｅラーニング研修を受けられる

システムを設けております。

また、「外部機関研修」、「講師活動」、「著作執筆活

動」について、申請を行った場合には単位とみなさ

れる場合がありますが、一定の期間に申請をする必

要があります。また、高齢者等の一定の条件の下、

継続研修について軽減・免除される場合もあります。

いずれにしても、軽減・免除をはじめとした申請に

ついて等、継続研修に関する事項については、６月

末に日本弁理士会から発送している「継続研修に関

するガイドブック」（平成21年度版）をご参照下さい。

（２）実務修習

昨年度から弁理士試験合格者等に対する実務修習

が開始されています。

この実務修習制度は、近年の弁理士合格者数の大

幅増加により、弁理士登録前に実務を経験していな

い合格者も多くなったことに鑑み、新人弁理士とし

て最低限必要な知識・技能及び専門的応用能力を修

得させるための制度で、弁理士登録の条件として、

弁理士登録前の実務修習が義務づけられた。昨年度

の弁理士試験の合格者574名から適用され、実務修

習を弁理士登録の前に受けることにより新人弁理士

の資質が向上するものと期待されています。

この実務修習は、経済産業大臣が指定した実務修

習機関である本弁理士会が、平成20年12月から本年

３月の期間で、第一回の実務修習が行われました。

実務修習に必要な課程については、弁理士法、弁

理士倫理、弁理士業概論のほか、特許（実用新案を

含む。）、意匠及び商標に関する理論及び実務に関す

る課程、並びに工業所有権に関する条約その他弁理

士の業務に関する理論及び実務に関する課程を全部
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で31課目144単位（一単位30分）の全てを修習する

研修となっています。

実務修習の方法としては、課目の特性に応じて、

ｅラーニング研修と集合研修とを組み合わせていま

す。ここで、144単位の課程のうち90単位について

ｅラーニング研修、残りの54単位が集合研修となっ

ています。

集合研修は、あらかじめ課目ごとに提示した課題

に対して、実務修習生に起案の提出を求め、この起

案をもとに、討論や講義を主として行う研修内容と

なっています。

５．パテントコンテスト委員会

パテントコンテストは、日本弁理士会が、文部科

学省、特許庁、及び（独）工業所有権情報・研修館

と共同で開催している事業です。パテントコンテス

トは、高校、高専、大学に在籍する学生が対象となり、

新規有用な発明に対し出願支援を内容とするもので、

平成15年から正式に開催しています。本年度からは、

従来のパテントコンテストに加え、デザインパテン

トコンテストも正式に開催の運びとなっています。

なお、デザインパテントコンテストの応募資格は、

前記パテントコンテストと同様に高校、高専、大学

に在籍する学生が対象となりますが、原則的に主催

者が指定する「意匠権セミナー」を受講しているを

条件としています。

なお、昨年はパテントコンテストの応募総数（括

弧内は出願支援を行った件数）は、大学部門64件（７

件）、高専部門30件（１件）、高校部門154件（４件）

です。またプレで行われたデザインパテントコンテ

ストで出願支援を行った数は、19件です。

６．最後に

以上、私の担当させていただいている委員会等の

活動内容について紹介させていただいておりますが、

今後も日本弁理士クラブの会員の皆様には、今後と

も変わらぬ御支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し

上げます。

（平成21年９月記）
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１．はじめに

日本弁理士クラブからご推薦頂き、平成21年度よ

り常議員（１年度）を努めさせて頂いております中

野圭二（略称；中野Ａ）です。

常議員会には中野が二人いることから、区別する

ために略称で呼ばれています。執行理事の中野寛也

先生の略称は、中野Ｂです。

２．常議員とは？

私と同年代の会員には、「常議員って何する人？」

と、よく聞かれます。何となく分かっているようで、

いつも答えに困ります。

常議員は、正副会長及び執行理事と共に常議員会

を組織し（会則75条）、常議員会では、以下の事項

について審議します（会則78条）。

（１）総会に付する議案に関する事項

（２）総会から委任された事項

（３）会規の制定、改正又は廃止に関する事項

（４）本会の予算外支出又は予算超過支出に関する

事項

（５）経済産業省、特許庁その他の官公署に対する

建議並びに諮問に対する答申に関する事項

（６）綱紀委員会、不服審議委員会、審査委員会、

紛議調停委員会、選挙管理委員会、及びコン

プライアンス委員会の委員の選任に関する事

項

（７）本会又は会員の社会貢献に関する事項

（８）その他会長が必要と認めた事項

数多くの審議事項があるように思えますが、本年

度は今までに２回の常議員会が開催されただけです。

総会に先立って執行役員会（会長、副会長、執行理

事）の提案を事前に審議することが主な役割です。

３．審議委員会

常議員になって初めて知ったのですが、常議員会

には審議委員会があります。

本年度の常議員会にも、審議委員会（調整委員会、

第１～４委員会）が設置され、私は第２委員会に所

属しています。しかし、第２委員会は、設置されて

以降、これまで一度も開催されていません。おそら

く他の委員会も同じ状況であると思います。執行理

事の中野Ｂさんが毎週弁理士会に通っているのとは、

大きな違いです。

今年は、ついに会員数が８千名を越え、さらに毎

年500名前後の弁理士試験合格者が新たに会員登録

しています。このように増え続ける会員の声を反映

させるには、選挙により全国の弁理士から選出され

た常議員をもっと活用するべきで、せっかく設置し

た審議委員会を利用したら良いのではないかと思い

ます。

まだ任期は１年半残っていますので、少しでもお

役に立てたらと思います。今後とも宜しくお願い申

し上げます。

常議員って何する人？

日本弁理士会常議員　中　野　圭　二
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異例ですが、監事２年度目も監事長を務めること

となりました。

初年度の監事長としては、先の会報（第32号）で

記述しましたように、監査方針を明確化するととも

に、監査の視点を明らかにし、監査を受ける立場の

執行役員会、付属機関、各支部（支部長と監査役）

および委員会の委員長など関係各位に、監事会の方

針を具体的に説明してご理解を得ました。しかるの

ち、突合監査を中心とする会計監査の比重を軽くし、

会務監査に十分な比重をおいて行なうこととしまし

た。

なお、この方針は、本年度も監事各位のご了解の

もと、継続しています。

前記監査方針の説明において、最も質問の多かっ

た事項は、会計監査における「費用対効果」をどの

ように判断するのか、ということでした。

従前は、かかる観点からの監査は殆どみられず、

監査を受ける立場としては、どのように説明すれば

よいのか分からない、とのことでしたので、具体的

な例を挙げ、その対処方法を納得の行くように説明

いたしました。

もっとも、日本弁理士会の事業には、予算執行に

際し、直ちに「費用対効果」を挙げることができな

い事業（知財の昂揚普及事業など）も相当あるため、

監事会では、その辺の事情を充分に考慮しながら、

監査をすることが大切であることも理解しています。

その結果、本年度の執行役員会では、多くの役員

が「費用対効果」を重視されるようになってきてい

る、との声を聞くようになるとともに、本年度の定

時総会においても、「費用対効果」の言葉が質問者か

ら述べられた、とも聞き及びますので、監査方針と

監査の視点の公表は、監査効率の向上に繋がり始め

るとともに、監査対象機関がそれぞれ予算執行に際

して、事業内容を「費用対効果」の観点からも検証

され始めるなど、早くも効果が現れ始めたようです。

また、昨年度の監事会においては、監事に関する

例規の見直しを検討し始め、幾つか問題点の提起を

行ないましたが、監事の足並みが揃わず、改正を見

送りました。

本年度、改めて監事会で検討した結果、監事の任

期に関する条項を早急に修正することで一致し、執

行役員会において、改正することが同意されました

ので、ＷＧを立ち上げ、改正案を秋に予定されてい

ます臨時総会で提出できるよう努力しています。

改正の理由は、年度末に任期を終了した監事も加

わって行われる最終監査の信頼性を確保することで

す。

当該年度の最終月（３月分）の監査を、年度内に

行うことが物理的に困難であるため、最終の監査は、

新年度の４月に実施せざるを得ません。

しかしながら、選挙で選出された２年度目の監事

（５名）と総会で選出された外部監事（２名）の各

任期が、年度末の３月で終了するため、従来慣例で

行なわれていた前記７名の監事と、２年度目に入っ

た監事（５名）による最終監査は、その有効性につ

いて例規上の根拠がありません。

今回の改正は、監査そのものに対する信頼性を確

保するための改正ですので、会員各位のご理解とご

監査の成果？

平成21年度監事会監事長　幸　田　全　弘
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支援をお願いする次第です。

上記の検討に際し、役員選出に関する会則第63条

中の、「…監事は引き続き再任されることができない。

（第７項）」の規定についても、何故かかる規定が

制定されのか、その理由を調査しましたが、正当な

理由を見つけ出すことができませんでした。

一方、前記規定は、会員の権利である「監事に立

候補できる被選挙権」を実質的に制限するものであ

ると思料されるため、改正について模索しましたが、

副会長については、かかる規定が存在せず、監事に

関する前記規定を改正したとしても、例規の整合性

を欠くおそれがあるため、秋の臨時総会での会則改

正は見送りました。

いずれにしましても、監事に関する他の例規（会

令・会規）にも、改正すべき条項が含まれています

ので、監事会では引き続き検討を行ない、例規に則

った監事会として、適正な監査が行なえるよう努力

する所存です。

ところで、私が独自に蒐集した資料に基づく計算

によれば、平成13年～平成20年までの間、弁理士

試験合格者の大幅増加と、現在の弁理士会館建設

費用の返済に当たられていた一人4,000円の負担金

が、完済によって会費として徴収されるという実質

的な会費値上げとによって、会費収入は年平均１億

3000万円、会費支出は、収入とほぼ同額の年平均

１億１千万円、次年度繰越金は年平均9,000万円が

増えています。

全国に９つの支部が設置され、支部に属する会員

各位の努力もあって、日本弁理士会の活動が活発化

し、弁理士の社会的地位の向上が図られるようにな

りつつありますが、その背景には会費収入の増加も

あるように思料されます。

前記のように、収入が増えた分だけ支出も増え続

け、同時に繰越金も増えているため、日本弁理士会

の会計は非常に安定しているように思えます。

しかしながら、日本弁理士会の事業目的（会則第

２条および同第３条）に照らして考えた場合、また、

100年に一度という未曾有の経済不況の嵐に巻き込

まれている弁理士業界の現状を考えますと、現在の

事業関連の支出内容が本当に適正と言えるのか、会

員がそれぞれの立場で検証する必要があるのではな

いか、と考えます。　　　　　　　　　　　　以上
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２年目を迎えた義務研修

既登録会員を対象とする継続研修及び弁理士にな

るための資格取得者を対象とする実務修習は、平成

21年度に２年目を迎え、既に約６箇月が経過した。

研修所においては、義務研修の実行・運営方法の

ルーチン化を図るべく種々の検討や試行を進めてい

る。運営業務の中には、会員のご協力を得ることに

よって初めて円滑に運営可能となる事項も存在する

ので、会員の皆様には是非ともご協力をお願い申し

あげます。

継続研修の厳格性

継続研修は法定の義務研修であるためにそれぞれ

の運営手法についても法的に定められている。従っ

て、研修を運営する側及び受講する側においてもそ

の法的内容を満たすように努力する必要がある。

研修を運営する側においては、作業順に、経済産

業大臣に対する研修計画の事前提出・承認、出欠管

理、経済産業大臣に対する事後報告等を法的内容に

従って実行する必要がある。特に、座学集合研修の

出欠管理においては、研修当日の研修現場において

正確かつ円滑に実行する必要がある。これまでの経

験の中で、研修会場への入退場において渋滞が発生

する等の不具合があった。そこで、ＩＴを利用して

スムースに入退場でき、正確な出欠管理を実行可能

なシステムを導入して、継続研修を厳格に実行する

システムを整える予定である。運営側におけるマン

パワーに頼る作業のうち可能なものからＩＴを利用

して作業の正確性、効率性、迅速性等を向上させる

ことを検討している。

研修を受講する側においては、会員毎に定められ

ている研修期間内に所定の単位の研修を受講する必

要がある。日本弁理士会（以下、弁理士会）より全

会員に配布されている継続研修ガイドブックを折に

触れてご利用下さい。特に、弁理士会主催、共催等

の研修においては、弁理士会側において受講者の受

講単位を弁理士義務研修支援システムに登録します

が、それ以外の研修の受講単位は受講者からの申請

がなければ登録されませんので、必ず所定のフォー

ムに従って受講単位の申請をされますようお願い申

しあげます。申請が必要とされる受講単位としては、

認定外部機関の研修を受講した場合、所定内容の科

目の研修の講師をした場合、所定内容のテーマに関

する著作物を発表した場合、弁護士特例を受ける場

合等がある。勿論、研修受講の軽減・免除を受ける

場合にも申請が必要である。

新規登録者の継続研修

弁理士に新規登録した者の継続研修は登録した年

度の次の年度より５年間の研修期間が開始される。

従って、昨年度に弁理士試験を合格し、実務修習を

修了して本年度弁理士登録された者は、来年度から

継続研修（５年間で70単位以上の受講）を受講する

義務が発生する。但し、必修課目については継続研

修の研修期間の開始前においても受講可能である。

この場合、受講単位は認められないことになっている。

受講者数が増加する実務修習

平成21年度の弁理士試験の論文式試験の合格者は

944名であり、本年度の実務修習受講希望者は900名

日本弁理士会の研修

日本弁理士会研修所所長　伊　藤　高　英



20

ご　挨　拶

21

ご　挨　拶

程度になることが予測される。因みに昨年度の実務

修習受講者は約560名であった。従って、大幅な増

加である。

弁理士会は昨年度に経済産業大臣より指定修習機

関としての指定を受けているので、年度当初より本

年度の実務修習の準備を進めている。幸いにも研修

規模も900名程度として東京、大阪、名古屋の会場

確保、講師のお願い等を進めているので、受講者数

の増加による大きな混乱を回避して実行できると考

えている。しかしながら、スクーリングの講師予定

者には、スクーリングの講義を２回以上ご担当いた

だく可能性があり、紙面を通じて謝意を表するとと

もに、新規の講師育成も喫緊のテーマであると認識

している。

研修所においては、今後、受講者数の正確な予測

のもとで更に綿密な準備作業を進めて本年度の実務

修習を成功裏に終えるように努力する所存である。

知財ビジネスアカデミー事業

本年度より知財ビジネスアカデミー事業を研修所

に統合して運営することになった。

知財ビジネスアカデミー事業は、弁理士が特許庁

との手続に関するコア業務に加えて周辺業務にウイ

ングを広げるための人材育成を実行することを一つ

の目的として進められ、研修対象者に弁理士以外の

外部の人材に積極的に参加いただいて研修効果をあ

げる方策がとられている。

研修所の伝統的な研修業務と知財ビジネスアカデ

ミーの研修業務には共通項も多いために、両事業が

統合したことによる利点を伸ばすように運営を工夫

する予定である。

知財人材育生を担う弁理士

丁度一年前より始まった世界的経済の急激な落ち

込みの中で、知財立国を謳う我が国において知財人

材の育生が求められている。弁理士会は会員である

弁理士の研鑽を支援することはもとより、知財関係

者の知財マインドの高揚に力を注ぐことが求められ

ている。研修所においては、弁理士会内部および外

部の他の組織と研修の面で共同して知財人材育成に

貢献できる企画運営を実行する所存である。

お願い

研修所は正副所長と運営委員とで構成される部会

制をとって運営しております。是非日本弁理士クラ

ブ会員の皆様には、研修所の一員となられて、自ら

受けたい研修内容を企画・実行する等の会務参加を

お願い申しあげます。
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１．はじめに

中央知的財産研究所（以下「研究所」という）は

平成８年に「長期及び国際的視野から内外の知的財

産及び弁理士に関する諸問題についての調査、研究

及び情報の提供並びにこれらに関連する諸事業を行

うことにより、知的財産権制度及び弁理士制度の健

全な発展に資する」（会令第27号　第２条）という目

的の下、日本弁理士会の付属機関として設立されま

した。

本稿では研究所の現状を簡単に報告し、挨拶にさ

せていただきます。

研究所はこれまでの13年間に20以上のテーマにつ

いて研究を行っています。これまでのテーマは日本

弁理士会のホームページでご確認ください。

http://www.jpaa.or.jp/about_us/organization/

affiliation/chuuou/index.html

２．研究所の活動

＜調査・研究活動と「報告書」の発行＞

研究所は、前記の目的の下、研究テーマ及び研究

を行っていただく研究員の構成などの事業計画につ

いて日本弁理士会執行役員会、必要に応じて会長の

ご承認をいただき、設定された研究テーマについて

調査・研究し、研究結果を「報告書」にまとめて発

行しています。

研究員は一研究テーマについて15名程度です。日

本弁理士会の会員、知的財産関係の仕事を多くされ

ている弁護士、知財の研究をご専門にされている学

者・研究者１／３程度ずつで構成されます。

各研究テーマの調査・研究期間は１年～２年程度

です。毎月１回（２時間）研究会が開催され、報告

テーマを与えられた研究員が１時間報告を行い、そ

の後１時間討議を行います。毎月の研究会での報

告・討議を踏まえ、報告した研究員が内容を文章化

し、最終的に「報告書」に取りまとめられます。

現在、関東では、「訂正・補正を巡る諸問題」、「商

標の基本問題について－商標の識別性と商標の機能

を中心として－」の研究部会が昨年９月から進行中

（平成22年３月末までの予定で、若干の延長の可能

性あり）です。関西では、昨年４月から開始されて

いた「特許法第104条の３に関する研究」が本年７

月で終了し、本年９月からは「審判及び関連する制

度の研究」が開始されています。

＜「報告書」のパテント別冊での発行＞

当研究所の成果物である「報告書」は、日本弁理

士会の全会員に配布するだけでなく、裁判所、特許

庁、弁護士会、知財関係の学者・研究者にも配布（寄

贈）しております。

当研究所は、権利の創設から行使にまで一貫して

関わる実務家たる弁理士と、主に権利行使の場面で

実務に関わる弁護士、知財の研究をご専門にされて

いる学者・研究者が一堂に会して議論し、その結果

を「報告書」にまとめるという、日本国内には他に

あまり存在しないユニークな研究機関であるところ

から「報告書」の内容は各方面から参考にしていた

だいているようです。

近年の研究課題に関しては、平成20年12月31日付

で「クレーム解釈をめぐる諸問題」、平成21年１月

31日付で「損害賠償論」、平成21年３月30日付で「商

標の使用について」の報告書がそれぞれ発行され、

昨年７月までで研究を終了した「進歩性について」、

本年７月で研究を終了した「特許法第104条の３に

関する研究」の報告書が本年中に発行される予定です。

「報告書」は、従来、非売品として頒布されるも

のでしかなかったため、一般人が簡単に入手できる

ものではなく、「報告書」掲載論文を他の論文などに

引用しづらいという問題がありました。

日本弁理士会中央知的財産研究所から

副所長　涌　井　謙　一
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そこで、「報告書」の価値を高め、研究所の研究内

容をより広く社会に知らしめることなどを目的とし

て「報告書」を一般書籍として出版することが従来

から行われていました。

昨年末から本年にかけて発行した「クレーム解釈

をめぐる諸問題」、「損害賠償論」についても、本年

末から来年にかけて、商事法務から一般書籍として

刊行される予定になっています。

法律関係の書籍を専門に取り扱われている外部の

出版社から前述したように出版する場合、この分野

で名前が知られている専門出版社から単行本として

刊行されるというメリットがあります。しかし、そ

の一方で、主な購読者層である日本弁理士会会員は

既に「報告書」を手にしていることから販売部数が

伸びない、という問題があります。これに加えて、

出版不況といわれる中で、全ての「報告書」につい

て、継続して外部の出版社から刊行することは困難

になっています。

このような中、平成20年度は、中島淳日本弁士会

会長、真田有中央知的財研究所担当副会長、福田伸

一パテント編集員会担当副会長をはじめとする執行

役員、木下實三中央知的財研究所所長、須藤浩パテ

ント編集委員会委員長をはじめとするパテント編集

委員の皆様のご理解とご尽力により、前述した「商

標の使用について」をパテント誌の別冊として発行

（平成21年３月30日）し、これを、日本弁理士会の

全会員に配布すると共に、従来の配布（寄贈）先で

ある、裁判所、特許庁、弁護士会、知財関係の学者・

研究者にお届けすることができました。

また、執行役員会のご理解により、今後発行され

る「報告書」についても、パテント別冊として発行

することが可能になり、本年中に発行される「進歩

性について」、「特許法第104条の３に関する研究」は

パテント別冊として皆様にお届けできる予定です。

パテント誌は市販されるものですので、従来の非

売品であったものに比較して「報告書」の価値がよ

り高まり、研究所の研究内容をより広く社会に知ら

しめることが可能になると期待しています。

＜公開フォーラム・会員向け研究発表会＞

研究所の紹介もかねて研究内容を広く公表する場

を設ける目的で平成15年から公開フォーラムを毎年

開催しています。

昨年は、第６回「公開フォーラム」を９月24日に

東京で開催しました（参加者：裁判所関係者も含め

た一般：56名、会員：295名）。

本年度は、東京（９月７日）、大阪（９月10日）で、

それぞれ「公開フォーラム」を開催する予定にして

おります。

また、平成19年度からは、研究所の研究成果をよ

り積極的に会員に還元する場を設ける目的で会員向

け研究発表会を毎年開催しています。

平成20年度は、東京（３月27日）、大阪（３月12日）

で、それぞれ開催し、年度末の忙しい時期であるに

もかかわらず両会場ともそれぞれ100名を越える会

員の方にご参加いただきました。

今後も、研究成果のより積極的な会員への還元と

いう目的で会員向け研究発表会を開催する予定です。

＜会員内外向けの広報＞

日本弁理士会会員内外に対する当研究所の広報活

動としては、前述した「報告書」の発行、公開フォ

ーラム、会員向け研究発表会が主なものになってい

ます。これに加えて、当研究所のホームページを利

用した広報活動を強化する取り組みを進めています。

過去に発行している「報告書」掲載論文中、論文

執筆者の方のご承諾を得ることができるものに関し

てはホームページで閲覧可能にできるよう作業を進

めています。

＜運営委員＞

現在の研究所は所長１名、副所長８名、運営委員

24名で構成されています。運営委員には毎月１回（原

則としてテレビ会議、２時間）開催される運営会議

に出席していただき、前述した事業計画（研究テー

マ、研究を行っていただく研究員の構成など）の立

案・執行、毎月の研究会の運営、公開フォーラム・

会員向け研究発表会の企画、運営などを行っていた

だいています。

運営委員は運営会議だけでなく、毎月の研究会に

出席することが可能です。研究会での報告・討議が

どのように進められているのかを肌で感じていただ

いて、将来、運営委員の中から会員内研究員に育っ

ていただく方が誕生することも期待しています。

研究所の運営委員は２年任期で半数の10名強が毎

年募集されます。皆様の中にも研究所の研究活動に

興味をお持ちの方がいらっしゃいましたら、是非、

研究所の運営委員に立候補していただければと思い

ます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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１．はじめに

私が日本弁理士会知的財産支援センター（以下、

支援センター）の第１事業部担当副センター長を仰

せつかってから早くも５ヶ月が経過しました。適任

者が他に多数おられる中、運命のいたずらとでも言

いましょうか、出願等援助部に属しておりました私

になぜか白羽の矢が立ちました。

勝手がわからず不安でしたが、第１事業部の各部

員の皆様をはじめとして多くの方々に支えられて、

何とか務めております。特に、第１事業部副担当の

羽鳥亘副センター長及び貝塚亮平第１事業部長には、

大変お世話になっております。この場をお借りして

お二人に厚くお礼申し上げます。

２．支援センターの概要

支援センターは、日本弁理士会のウェブサイトに

も紹介されていますように、弁理士の社会貢献活動

を通じて知財マインドの醸成等を図るべく、日本弁

理士会の附属機関として1999年４月１日に発足しま

した。

支援センター発足後すでに10年以上の月日が経過

しています。その間、支援センターは、知的財産制

度の昂揚と普及、知的創造活動の奨励とその成果の

発掘、知的財産権の取得と活用の振興、知的財産権

の取得・活用の啓発、教育、指導、相談、知的財産

に関する情報の提供を通じて、知的財産制度の発展

に尽くして参りました。

支援センターは、第１事業部、第２事業部、第３

事業部、出願等援助部及び総務部の５事業部体制を

組み、全国各支部と連携しながら活動しております。

私の属する第１事業部は、小学校、中学校、高校

の知財教育の支援活動を担当しています。

第２事業部は、主に大学及び中小企業への支援活

動を担当しています。

第３事業部は、主に地方自治体への支援活動を担

当しています。

出願等援助部は、資力の乏しい個人等への出願費

用の援助を担当しています。

総務部は、支援センターの活動を内外に伝えるた

めの「支援活動だより」やパンフレットの作成、支

援センターの管理業務等を担当しています。

３．第１事業部の活動（出前授業）

知的財産推進計画2009では、各地域での各学校段

階に応じた知的財産教育の実施が求めてられていま

す。支援センターでは、小学校、中学校及び高校か

らの要請に応じて講師を派遣し、知的財産に関する

授業を行っています。この授業を出前授業と呼んで

います。

2003年９月６日に群馬県創世中学校で行われた第

１回出前授業から2008年度までの５年間に、下表に

示すように出前授業が行われました。

知的財産支援センターの活動報告
（小中高学校支援を中心に）

知的財産支援センター　副センター長　中　村　　　猛

表　出前授業の実施実績

2003-2005年度まで 2006年度 2007年度 2008年度 合　計

小学校 37校 3108名 34校 2679名 39校 2040名 54校 4188名 164校 12015名

中学校 13校 1539名 4校 488名 8校 644名 6校 1143名 31校 3814名

高校 17校 2137名 10校 1066名 32校 2311名 45校 4892名 104校 10406名

教員 2校 130名 6校 387名 7校 222名 10校 435名 25校 1174名

合計 69校 6914名 54校 4620名 86校 5217名 115校 10658名 324校 27409名
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表に示すように、出前授業の開催回数及び参加者

は年々増加しています。特に2008年度では、平年の

ほぼ倍の授業が実施されています。中学生や教員へ

の出前授業の増大は、今後の課題の一つとなるでし

ょう。

近畿支部、東海支部、関東支部の活動が特に活発

で、上記表に記載の多くの授業は、近畿支部、東海

支部及び関東支部によって実施されたものです。知

財に関する出前授業の要請は、日本弁理士会各支部

で受け付けられます。各支部で対応可能な場合は、

各支部から講師を派遣して授業を行うようになって

います。

しかし、講師として派遣可能な会員を多数抱えて

いる支部もあれば、十分ではない支部もあります。

そこで、第１事業部では、各支部からの応援要請に

基づいて、各地域での出前授業をバックアップして

います。

文部科学省の学校基本調査平成21年度によると、

全国の小学校数は22,258校、児童数706万４千人、

中学校数は10,864校、生徒数360万人、高校数は

5,183校、生徒数334万７千人となっています。

この統計と上記表とを比べますと、全国の小学生、

中学生及び高校生のうち、知的財産に関する出前授

業を受講した経験のある生徒の割合は、１％にも遠

く及ばないことがわかります。

高校生はともかく、小中学生に知財を説く意義が

あるのかという疑問を持たれる方がいらっしゃるか

もしれません。しかし、他人を傷つけない、他人か

ら盗まない等の基本的道徳心が養われるべき時期に、

知的財産を尊重する心を一緒に育てていくことは、

知財立国を目指す我が国にとって将来重要な財産に

なると考えます。

一方、弁理士会のマンパワー及び資金には限界が

ありますので、知財の出前授業の実施回数等を無制

限に拡大するわけにはまいりません。従って、限ら

れた予算及び人員の中で、できるだけ多くの生徒に

できるだけ良質な知財授業を届けることが今後求め

られることでしょう。

４．授業用共通台本の管理

第１事業部では、上述の出前授業を効率よく行う

ことができるように、以下に挙げる授業用共通台本

を用意しています。

（1）「君も今日からエジソン」　　小学校高学年向け

（2）「工作授業」　　　　　　　　小学校高学年向け

（3）「特許制度のしくみ」　　　　中学生向け

（4）「おにぎりパックの特許出願と特許侵害」

　　　　　　　　　　　　　　　高校生向け

（5）「パン職人レオ君物語」　　　小学校高学年向け

（6）「弁理士　田島小五郎物語」　中学生向け

（7）「電子紙芝居著作権編」　　　小学校高学年向け

（8）「特許ってなあに」　　　　　小学校低学年向け

（9）高校生向け著作権授業台本　高校生向け

（10）小中学生向け商標授業台本　小中学生向け

なお、少人数の講師でも授業ができるように、上

記台本のいくつかには、声優による音声入りのバー

ジョンも用意されています。また、本年度は、特許

庁初代長官である高橋是清を題材にした新規台本の

作成を予定しています。

さらに、本年度は、羽鳥亘副センター長を議長と

して、授業用共通台本をより使いやすくするための

ワーキンググループが特別に編成され、授業用台本

をより有意義に活用できるようにするための議論が

重ねられています。

５．おわりに

支援センターでは、上述のように、多面的な知財

活動支援を、長年にわたって幅広く行っており、各

方面から高い評価を得ています。日本弁理士クラブ

の会員の皆様におかれましても、支援センターの活

動目的をご理解頂き、何卒積極的にご参加下さいま

すようお願い申し上げます。
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日本知的財産仲裁センターの沿革と業務

日本知的財産仲裁センターは、1998年４月、日本

弁護士連合会と日本弁理士会により、知的財産に関

する裁判外紛争解決機関（ＡＤＲ）として設立され

ました。当初は、「日本工業所有権仲裁センター」の

名称でしたが、01年４月に、工業所有権（産業財産

権）から著作権等を含めた知的財産権全般に業務範

囲を拡大すると共に、「日本知的財産仲裁センター」

に改称しました。

「仲裁センター」と名乗っていますが、当センタ

ーが行っている業務は「仲裁」だけではありません。

設立当初から、「相談」「調停」「仲裁」の業務を行って

参りました。2000年には「ＪＰドメイン名の紛争処

理」を新規業務として追加し、04年には知的財産の

侵害・非侵害の判定と、無効事由があるかどうかを

判定する「センター判定」業務を追加しました。さ

らに、06年には、技術標準を実施するための必須特

許であるかどうかを判定する「センター必須判定」

業務を開始しました。このように、当センターは時

代のニーズを反映して、知財紛争を多面的な視点か

ら解決する体制を拡充しつつ現在に至っています。

当事者の合意に基づく調停手続

調停は、調停手続を主宰する調停人が当事者双方

に解決案を示すなどしながら、双方の合意に基づい

て解決を図る制度です。調停を申し立てると、その

相手方が調停に応じる、すなわち、「応諾」により手

続が開始され、双方が調停内容に合意して解決する

手続です。仲裁センターの調停手続では弁護士と弁

理士各１名の調停人が選任されます。種苗法など特

殊な分野では専門家が参加することもあります。調

停の相手方となる者には、「応諾」の義務はなく、当

事者双方が調停手続で解決することに合意した場合

だけ調停が行われます。また、調停の手続、そして、

調停の内容も共に当事者の合意に基づく手続ですの

で、一旦調停を開始しても、気に入らなければ調停

からおりることも自由です。調停の申立てを受けた

場合には、紛争が存在しているという現実を打開す

るためには調停で解決できるかどうか、「調停手続に

応諾」した上で、調停を成立させるかどうか考えて

みてはいかがでしょう。仲裁センターは、応諾して

も何らの不利益がないことなど調停で解決すること

のメリットを説明して、調停手続が進行できるよう

工夫しています。

調停手続の最大の利点は、なんといっても非公開

性・秘密性にあります。知財事件を裁判所で解決す

ることになれば、判決は最高裁のホームページで公

開されたり、判決集などに公表されます。原告・被

告とも公開を望まない企業内の情報まで公表される

ことになります。当センターでの紛争解決方法では、

紛争があるという情報さえも公表されませんので、

紛争状態にあるというマイナスイメージも回避でき

ます。

当センターでは、専門性を持った調停人のもとで

紛争解決を行うことができます。知的財産を巡る紛

争、とりわけ特許紛争の処理には技術分野ごとの専

門的な知見が必要です。裁判所の裁判官にはその技

術分野特有の専門性を期待することは難しいといわ

ざるをえません。当センターには各技術分野の専門

家を用意し、当該紛争分野にふさわしい専門家を調

停人に選任して解決するということができます。

裁判所の紛争解決では、地裁・高裁・最高裁と、

長い審理期間を要する場合が少なくありません。当

「日本知的財産仲裁センター」の
センター長就任にあたってのご挨拶

センター長　日　野　修　男
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センターの調停手続では、権利の侵害の問題と共に、

特許の有効無効についても一緒に解決することもで

きます。また、原則６ヶ月での解決を目指しており、

やや過去の統計ですが、センターでの調停処理平均

日数が176日という数字があります。

強力な紛争解決を期待できる仲裁業務

仲裁とは、当事者間で「当該紛争について、仲裁

人に判断をさせ、双方が仲裁人の判断に従う」とい

う仲裁合意あるいは仲裁契約が存在することを前提

とする紛争解決方法です。ライセンス契約など知的

財産に関する契約に、「本契約から派生する知的財産

に関する紛争の解決は日本知的財産仲裁センターの

仲裁手続による。」という、仲裁条項が盛り込まれ

ていれば、当センターによる紛争解決ができますし、

盛り込まれていない場合であっても、紛争当事者双

方が当センターによる仲裁にて紛争解決するという

合意が成立すれば、当センターの仲裁手続で紛争を

終局的に解決することができます。仲裁手続も原則

６ヶ月間で解決することを予定しており、その技術

分野の専門家を含めた中立・公正な３名の仲裁人に

よる手続です。

紛争の回避・予防のためのセンター判定業務

当センターの設立当初は、紛争が顕在化した後の

紛争処理業務、つまり、「調停」「仲裁」を扱っていま

した。その後、「センター判定」の業務を追加しまし

た。「センター判定」には、「範囲判定」と「無効判定」

の２つがあります。「範囲判定」は、特許や実用新案

の権利を侵害しているかいないかを判断するもので、

「無効判定」は、特許や登録商標に無効理由がある

かどうかを判断するものです。

センター判定の手続きには、申立人のみが提出し

た主張や証拠に基づいて判定する「単独判定」の

制度があります。　「範囲判定」も「無効判定」も、

一方当事者（権利者あるいは実施者側）が、権利を

侵害するかどうか、特許や登録商標などに無効事由

があるかどうかを、中立公正な知財の専門家の判断

を得ることができます。相手方に知られることなく

中立公正な判断を得ることができるというだけでな

く、判定結果が公表されるということもありません。

特許の有効・無効を最終的に判断するのは特許庁

（特許法104条の３制定以後、裁判所も判断してい

るようです）ですが、特許庁での審決はすべて公開

されます。センター判定の手続では、相手方の製品

が自社の特許を侵害しているかどうか、自社の特許

に無効事由があるかどうかなどについて、知的財産

を専門とする公正な第三者に予め判定してもらうこ

とができます。これを踏まえて、侵害訴訟を提起す

る、あるいは、特許庁の審判を行うなどの材料にす

ることができます。

仲裁センターの現状と将来

当センターでは、上記に述べたほか、技術標準を

形成するパテント・プール参加の是非を判定するセ

ンター必須判定業務や、JPドメインに関する紛争

処理などの業務を行っています。特許や商標など知

的財産の評価業務においては、中立・公平な判断と

知的財産に関する専門的知識が要求されます。まさ

に当センターに好適の業務でありますので、当セン

ターの特質を活かした「知財価値評価に関する業務」

について、近く開始できるよう取り組んでいます。

不正競争防止法の（技術上・営業上の）「営業秘密」

に関する紛争を解決する手続の検討も始めました。

日本弁理士会・日本弁護士連合会選出の運営委員

を始め職員一同と共に、知的財産に関する紛争全般

の裁判外紛争解決機関（ADR）としての当センタ

ーへの期待にお応えできるよう、全力で取り組んで

おりますので、当センターのご利用をお待ちしてい

ます。（原稿の内容は日野修男の個人的見解です。）

お問い合わせ先：日本知的財産仲裁センター事務局 

　　　　ＵＲＬ：http://www.ip-adr.gr.jp/

　　　　メール：info@jp-adr.gr.jp

　　　　電　話：03-3500-3793
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知的財産価値評価推進センターは、それまで行っ

てきた、知的財産の価値評価に関する研究等を継続

し発展させるべく、平成17年４月１日に日本弁理士

会の付属機関として設立されました。

当センターは、知的財産の価値評価に長けた人材

の育成を図りつつ、これまで研究を重ねてきた単独

的な知的財産の価値評価（一つ又は数個程度の知的

財産権の価値評価）のみならず包括的な知的財産権

の価値評価（たとえば会社のもつ知的財産権全体の

価値評価）についても研究を行い、知的財産の価値

評価に関する多様なニーズに対応していくことを目

標としています。

また、当センターは、日本弁理士会に対する裁判

所からの評価人推薦依頼に対して評価人の人選に携

わってまいりましたが、今後は裁判所のみならず多

方面に評価人を送出することによって社会における

知的財産の積極的活用に供したいと考えています。

■　現在の活動状況

当センターでは、センター長１名、副センター長

10名の下に、運営委員が64名いて総勢75名の人員で

構成され、知的財産の価値評価基準や価値評価マニ

ュアルの策定等を行う第１事業部と、価値評価の市

場調査や情報整備等を行う第２事業部と、評価人育

成のための研修の企画、運営等を行う第３事業部と、

各事業部の調整等を行う総務部と、知的財産の定性

評価に特化した研究を行う特別部が組織されていま

す。

■　２つの価値評価

特許権等の知的財産の価値評価を行う場合の２大

方針として、それが事業戦略をスムーズに行うため

にする評価（事業戦略評価）か、経済的な価値を求

める評価（経済的的価値評価）があることを理解し

て頂きたいと思います。

事業戦略評価とは、事業と知的財産との関係を判

定する評価、事業戦略を行うのに、知的財産で保護

されているか否かの評価であります。事業戦略をス

ムーズに行うためにする知的財産の価値評価が必要

です。

知的財産経営または知的資産経営とは、特許・意

匠などの知的財産や、これにブランドなどを加えた

知的資産を経営に生かして収益増加や企業価値増大

（事業戦略）に結び付ける活動をいいます。かかる

「知的財産経営」や「知的資産経営」を行うにあっ

ては、事業戦略をスムーズに行うためにする知的財

産の価値評価が必要です。

本来、知的財産が関連する事業戦略は特許等知的

財産の持つ経済的な価値をベースに考えるはずとさ

れます。しかし、現実はすでに事業戦略があり、社

内での特許の格付けの一要素として、特許等知的財

産のもつ経済的な価値を求める場合が多いのです。

この場合の経済的な価値はクロスライセンス等ライ

センス戦略や契約戦略を含めたものを意味します。

このような評価は通常大企業の知的財産部門の中

で行われてきていて、われわれ弁理士が行う評価と

しても、当該企業の事業との関連において、知的財

産の存在を判断することを内容とします。例えば、

当該事業の実施、製品の販売がどの程度、自己の所

有する知的財産で保護されているか、または、他者

の知的財産を侵すおそれがないかです。これは弁理

士が従来から行っている鑑定と同じ内容のものです。

知的財産価値評価推進センターの概要

センター長　久　保　　　司
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なお、大企業の場合は事業戦略は知的財産部門と

異なる部門で立てることが多いので、事業戦略と知

財戦略は比較的明瞭に区別し易いのですが、中小企

業の場合は事業戦略をなかなか立て難く、特許を取

得した場合に、その特許を用いた事業戦略に意見を

求められることもあります。これは評価というより

実施はコンサルティングであり、特許価値評価を中

小企業の支援ツールとした方法です。

一方、経済的な価値評価は、知的財産の経済的価

値（金銭的評価）を行うことでありますが、金銭的

評価であっても、例えば、その計算に用いる数値の

妥当性が求められ、定性的な面（定性的評価）が影

響します。［知的財産の性質からの定性的判断］。

知的財産価値評価推進センターは、このような２

つの面の評価を弁理が行えるようにすべく、研究と

研修に日夜努力しております。

■　評価人候補者登録について

センター事業の１つとして、裁判所その他の依頼

に応じて価値評価業務を行う適任者を推薦するため

の選考並びにこの選考の資料となる登録簿（評価人

候補者登録簿）の作成及び常備があります。

（1）評価人候補者とは、裁判所その他からの推薦

の依頼による価値評価業務について受任する意志が

ある弁理士であって、評価人候補者登録簿に登録を

受けた者を言います。

（2）評価人候補者は、一般弁理士のための研修の

ほか、候補者専用の研修を受けることができ、評価

のための研鑽を行なっています。

（3）評価人候補者は、評価マニュアルを利用でき、

評価の客観性及び妥当性の向上につとめています。

（4）評価人候補者として登録された弁理士が評価

人として推薦されます。選考の手順は公募を原則と

しています。

また、価値評価業務は弁理士にとって新規な業務

であるため、かかる評価業務を行なう弁理士の早期

育成のため、評価人補助者制度も採用しています。

当センターは、評価人候補者登録制度を創設する

ことにより、価値評価業務を行なうことのできる弁

理士の育成をはかり、推薦も可能な体制をとってい

ます。

会員であれば誰でも評価人候補者の登録申請がで

きますので、是非、ふるってご参加ください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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はじめに

国際活動センターは国際活動委員会を前身として

発展させたもので、2005年に春秋会の藤村元彦先生

を初代センター長として発足しました。2006年から

センター長は２年任期となり、浅村皓先生が２代目

センター長として後を継がれ、その後を３代目とし

て小職が引き継ぎました。センター員も２年任期で

毎年半数ずつ交代で任命されています。

とかく国際関係の委員会は、一般の会員とは遠い

ところで活動していると思われがちのようですが、

実際は、会員の実務の参考になる情報を収集したり

作成したりして、広く会員に提供していますので、

大いに活用して頂きたいと思います。特に、国内外

で開催されるセミナーの中身については、セミナー

に参加できなかった会員も勉強になるように各講義

を日本語で要約した報告をしていますので、有効に

利用して頂きたいと思います。

責務

国際活動センターは、日本弁理士会の国際的な顔

として、海外の弁理士会や知財関連組織と交流する

とともに、日本弁理士会会員の国際的業務を支援し

ています。また、外に向けて国際問題に関する意見

を発信するブレーンとしても活動しています。

組織と活動

そのような責務を果たすため、国際活動センター

は、企画政策会議の下に３つの常設部会「国際政策

研究部」、「外国情報部」、「日本情報発信部」を設け、

さらに、各国団体との交流会の企画実行など特定の

目的に応じて随時組織される「プロジェクトグルー

プ」があります。

企画政策会議は、国際活動センターの基本方針を

定める組織で、正副センター長と各部会の部長、そ

れに国際関係に経験の深いアドバイザーから構成さ

れています。今年度からは、理事会からの世代交代

を図るようにとの要請に応え、正副センター長とア

ドバイザーを中心としたシニア会議と、正副センタ

ー長と各部会の部長を中心としたジュニア会議に分

けて、比較的新しいメンバーが活発に意見交換でき

る場を設けています。

国際政策研究部は、常日頃から国際問題を研究し、

特許庁や外国の団体からの意見聴取に応えて意見を

具申したり、自発的に日本弁理士会の意見を発信し

たりしています。

外国情報部は、会員の外国出願業務の遂行に資す

るため、諸外国の知財制度等に関する情報を収集し

て会員に提供しています。また、外国の知財法や実

務に関するセミナーを、継続義務研修の一つとして

行なっています。ＡＰＡＡジャーナルに毎号資料を

掲載しているのは、この部会です。

日本情報発信部は、日本の知財関連の法律や実務

を海外に向けて英語で紹介し、海外のクライアント

である代理人や企業に情報サービスするとともに、

海外からの依頼業務を遂行する能力のレベルアップ

に資する情報を会員に提供しています。すなわち、

海外のクライアントに日本の法律や実務を理解して

もらい、日本への出願が少しでもスムーズにできる

ように、また会員が海外からの出願を代理する上で

役に立つように、英語の資料を作成しています。こ

国際活動センター

国際活動センター　センター長　柳　田　征　史
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れらの情報は、主にホームページに掲載しています。

プロジェクトグループは、各国団体との交流会な

ど、特定の目的に応じて随時組織され、その企画と

実行を行っています。また、交流のために来日した

外国弁理士会のメンバーを講師として、継続研修の

対象となるセミナーを開催しています。

これまでに組織されたプロジェクトグループの担

当業務は以下の通りです。

・米国知財法協会（AIPLA）との交流会

・ドイツ弁理士会（PAK）との交流会

・中国弁理士会（ACPAA）との交流会

・韓国弁理士会（KPAA）との交流会

・英国弁理士会（CIPA）との交流会

・英国商標代理人協会（ITMA）への協力

・ FICPI（国際弁理士連盟）の日本シンポジウムへ

の協力

・ ミュンヘン知財センター（MIPLC）のセミナー

への協力（ソフトウェア委員会と共同）

・ アジアセミナー（クアラルンプールでの日本知財

実務セミナー）

・国際活動センターのホームページ作成・管理

交流会

プロジェクトグループで活動する交流会は、米国

のＡＩＰＬＡと毎年４月に東京で行なっている会合

を始めとして、先方の代表団が来日したときにお互

いにスピーカーを出し合ってプレゼンの交換をする

小規模な会合を、理事会とセンター員を中心として

午前に行ない、一般会員を対象とした来日メンバー

による大規模なセミナーを午後に行なうことが通例

になっています。また、こちらから外国に出かけて

行くときは、一般会員に公開して参加を募り、先方

の国で講義の交換をしたり、特許庁や裁判所、また

特許事務所を見学したりします。昨年秋は米国特許

商標局と裁判所（ＣＡＦＣ）を見学し、ＣＡＦＣで

はレーダー判事を尋ねて、法廷の真裏の判事が協議

する子部屋まで案内してもらいました。

ホームページ

国際活動センターは、ホームページを充実させ、

弁理士の国際的業務を遂行する上に参考となる情報

がホームページから随時得られるようにしています。

ホームページには、JPAAジャーナルを通して会員

の皆さんにお知らせした外国関連情報を掲載して、

いつでも参照できるようにしています。

最後に

最近は、米国はじめ外国に駐在したり留学したり

して、国際的な感覚や知識を身につけた弁理士も増

えてきています。また、外国人でありながら言葉の

ハンディキャップを乗り越えて弁理士試験に合格し、

その国に特化した仕事で活躍している弁理士も登場

しています。

弁理士は、他の士業と違って、国際的業務を多く

扱いますから、日頃から外国を意識することが多い

ものです。国際活動センターでは、会員なら誰でも

参加できる、全会員に開かれたセミナーや交流会を

随時催していますから、是非気軽に参加して頂き、

国際的感覚を刺激し、磨いて頂きたいと思います。
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昨年度、政治連盟担当副会長であったご縁もあり、

本年５月27日付開催の第１回理事会決議を以て、弁

理士政治連盟副会長に就任しました。

任期中、日本弁理士クラブ会員の皆様のご協力を

頂きつつ、職務を全うする所存でありますので、ご

指導の程、よろしくお願いいたします。

２．政治連盟正副会長の陣容

前記第１回理事会において、政治連盟は会長及び

副会長の一部について改選を行いました。会長には

古谷史旺先生が就任し、副会長には次の先生が就任

し、定例の正副会長会では知財政策について活発な

議論がなされ、更には知財議員への表敬訪問等を行

っています。

谷山　守先生、杉本勝徳先生、飯田昭夫先生、中

島三千雄先生、松尾憲一郎先生、永井義久先生、白

井重隆先生、小川眞一先生、奥村茂樹先生、富崎元

成先生、井内龍二先生、丸山幸雄先生、榎本英俊先

生（順不同）

３．喫緊の課題

本年度の政治連盟においては、次の事項を喫緊の

課題として取り組んでおります。

知的財産制度

（1）特許庁と裁判所のダブルトラック

（2） 中国によるＩＴセキュリティ製品（対象13品目）

への強制認証制度

（3）地球温暖化防止対策と知的財産

弁理士制度

（1） 特許・実用新案・意匠・商標に関する弁理士専

権維持について

（2）弁理士増員問題について

（3）条約類に代表される弁理士試験の在り方について

４．議員連盟等

弁理士（知財）に関連する国会議員連盟としては、

主に、

１．民主党・知的財産制度改革推進連盟

２．自由民主党・弁理士制度推進議員連盟

３．公明党・知的財産制度議員懇話会

という組織が存在します。

本年度正副会長会においては、就任後、６月４日

に弁理士制度推進議員連盟（自由民主党）の総会を

開催し、６月16日には知的財産制度改革推進議員連

盟総会（民主党）に出席しました。

何れの総会も、多数の国会議員に出席して頂き、

知財を通じた国策について熱い議論が交わされまし

た。

また、７月３日には首相官邸において河村建夫内

閣官房長官を訪問し、「規制改革のありかた」につい

ての陳情を行いました。

さらに、８月５日には細野哲弘特許庁長官を表敬

訪問し、先の喫緊の課題の外、中小企業支援対策等

に関する意見を申し上げました。

５．政権交代

ところで、そのような活動を行っている最中、衆

議院が解散されました。

昨年秋以来、いつか解散されるとは分かってはい

政 権 交 代

弁政連副会長　福　田　伸　一
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たものの、それが現実のものとなった時、今後の政

局運営について相当なインパクトを受けました。

これは、一国民として「本当に政権交代するのだ

ろうか、交代することで、この国が良い方向へ進む

のだろうか･･･」、政治連盟副会長として「知財や弁

理士制度の行方はどうなるのだろうか･･･」という

ような、様々な思いが頭の中で交錯しました。

既にご存じのように、８月末の総選挙において、

大方の予想以上に民主党が圧勝し、政権交代が実現

しました。自由民主党、公明党による連立政権に代

わって民主党、社会民主党、国民新党による連立政

権が誕生しました。

その一方、自由民主党において、これまで各種会

議で親しくさせて頂き、知財や国策を熱く語った自

由民主党議員の多くが落選しました。政権交代によ

って、日本が変わることに期待しつつも、一抹の寂

しさを覚えたのも事実です。

この原稿を執筆している９月16日、当然のことな

がら、民主党鳩山由紀夫議員が首相に指名されまし

た。一人の国民として、また、知財に関わる者として、

是非とも日本を正しい方向へ舵取りして頂くことを

願っております。マスメディアにおいては、民主党

による新政権の政策として、高速道路無料化、年金・

医療・介護の社会保障制度拡充など国民の生活に直

結した政策に優先的に予算配分し内需主導型の経済

成長への転換がアピールされています。当然、これ

らの身近な政策も重要ですが、資源の乏しい日本の

将来を考えた場合、成長戦略の基礎となる産業競争

力の強化、そのための科学技術の発展と知的財産制

度の拡充は未来永劫続けていかなければならない重

要な国家戦略であると考えます。前自由民主党政権

が進めてきた科学技術創造立国と知的財産立国の実

現は未だ途上であり、新政権においても引き続き国

家戦略の大きな柱として取り組んで頂くことを願っ

ております。

幸いなことに、民主党政策集「INDEX 2009」に

は“知的財産立国の実現”が提唱されております。

是非とも、政権党として、知的財産立国の実現に向

けて強い政治力を発揮して頂きたいと思っておりま

す。

さらに、政権人事において、弁理士である管直人

先生が副総理・国家戦略担当／内閣府特命担当大臣

（経済財政政策、科学技術政策）に就任されました。

知財はもとより、科学技術政策に精通されている管

直人先生の就任は国家にとって最善であると共に、

知財に関わる私たち弁理士にとっても極めて有意義

であり、期待するところ大であると考えております。

もちろん、弁理士も知財を通じて国家戦略に参画

し、国民の期待に応えることが重要であると考えて

おります。

６．生活と政治

少し前まで、特に若者の政治離れが著しいと言わ

れていました。しかし、今回の総選挙においては、

これまで、どちらかといえば一部の国民の興味事で

あった政治というものが、極めて多数の国民の興味

事となり、且つ、政治と生活とが直結するものであ

るという認識を与えました。

今回の総選挙は、政権交代というインパクト大な

結果はもちろんですが、国民と政治との距離を縮め

たという点において、極めて重要な意味を有してい

ると考えます。

各政党が発表するマニフェストを理解し、自らが

賛同できる政党／候補者を支持する選挙が繰り返さ

れる、マニフェストが正しく実行できない政党は淘

汰されていく、という仕組みが継続することで、国

民生活を重んじる国民主導の政治が実現されるもの

と期待しています。

７．最後に

昨年度、本会の副会長として各種活動する中、「政

治」というものを朧気ながら理解してきたような気

がしています。これからの政治連盟での活動を通じ、

もっと「政治」を理解すると共に、自らが得た知識

を、可能な限り多くの、そして、若い会員へ還元す

るように努力してまいりたいと思います。


